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前書き  

発達障害は、発達障害者支援法（平成 16 年法律第 167 号）において、自閉症、ア

スペルガー症候群その他の広汎性発達障害、学習障害、注意欠陥多動性障害その他こ

れに類する脳機能の障害であって、その症状が通常低年齢において発現するものとさ

れている。 

発達障害者支援法が制定されるまで、発達障害は、身体、知的及び精神の各障害者

制度の谷間に置かれ、必要な支援が届きにくい状態となっていたが、平成 17 年 4 月

の同法の施行により、早期の発見、発達支援（医療的、福祉的及び教育的援助）、学

校教育における支援、就労の支援、発達障害者支援センターの設置などが進んでいる。 

また、施行後約 10 年が経過した発達障害者支援法については、障害者基本法（昭

和 45 年法律第 84号）の改正や障害者の権利に関する条約の締結等を踏まえ、発達障

害者に対する支援のより一層の充実を図るため、法律の全般にわたって所要の改正が

行われたところである。 

一方、発達障害者支援については、①乳幼児健診でアセスメントツール（発達障害

を発見するための評価シート）を導入している市町村が全体の 1割にも満たない、②

保育所、幼稚園、小学校、中学校及び高等学校に進学する過程で支援が途切れたり、

サービスが低下する場合がある、③他の障害者と比べて発達障害者の就職率が低いと

いった状況から、各ライフステージを通じた継続した支援の在り方に課題があるとの

指摘もある。適切な支援が行われない場合、発達障害者に、社会生活への不適応、不

登校、鬱病等の二次障害が発現することも有り得るとされており、早期の発見及び発

達支援の実施が重要である。 

この行政評価・監視は、以上のような状況を踏まえ、発達障害者の心理機能の適正

な発達及び円滑な社会生活の促進を図る観点から、発達障害者への各ライフステージ

における支援の実施状況等を調査し、関係行政の改善に資するために実施したもので

ある。 

発達障害者が「生きづらさ」を、その保護者が「育てにくさ」をそれぞれ感じるこ

となく、日常生活や社会生活を営むことができるようにするためには、改正発達障害

者支援法の成立を踏まえ、乳幼児期からの各ライフステージを通じた切れ目のない関

係者による支援の充実のほか、発達障害に対する国民の理解の浸透を図っていくこと

が重要である。本行政評価・監視が、こうした支援の充実や国民の理解の一助になれ

ば幸いである。 
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